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全日本不動産政治連盟静岡県本部 

 

行政手続き・税制等の政策要望意見募集について 

 

全日本不動産政治連盟静岡県本部では、行政手続き（国/県）・税制等政策に対する皆様

からの要望を取りまとめ、顧問議員団を通じ関係機関に対し要望活動を行なっております。 

つきましては、会員皆様からの要望意見を下記要領にて募集します。是非この機会にお寄せくだ

さい。 

                            記 

募集要領 

 

１ 要望等募集期間   令和５年４月２５日（火） ～  令和５年５月１５日（月） 

 

２ 提出方法       メール本文に記入又は、任意の書式に記入してご提出ください。 

                ＊なお、記入にあたっては、要望先（国・県・市）を明記して下さい。 

 

３ 提出先         Email：info@shizuoka.zennichi.or.jp   

FAX：０５４－２８４－０９１３ 

 

４ お問合せ        全日本不動産政治連盟静岡県本部    

TEL：０５４－２８５－１２０８ 

 

～ 要望事項記入例 ～ 

・空き家、所有者不明土地や未利用空地 の流通促進を図る政策として、宅建士も 

職務遂行上の事由がある場合は権利者の同意の有無にかかわらず固定資産税台帳

の情報開示を可能にする等 

・宅地建物取引業免許申請（新規・更新）や変更届のWEB受付早期導入 

・空き家解体後の土地に対する「固定資産税」・「都市計画税」の見直し 

 

【報告】＊令和４年度は以下の要望（一部抜粋）と、意見交換を行いました。 

・住宅取得に係る控除政策の充実について  

・不動産物件調査時おける委任状廃止について 

また、静岡県宅地建物取引業協会と連名で、静岡県盛土等の規制に関する条例施行規則第 5

条第 2項（盛土等の許可の適用除外）に都市計画法第 29 条（開発行為許可【土地の区画

形質の変更】）及び建築基準法第 6 条（建築物の建築等に関する申請及び確認）の追加を

静岡県に対し要望を行いました。 
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